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１ 趣旨 

公民館やその他公民館と同等の社会教育活動を行う施設（以下「公民館等」という。）のうち、

特に事業内容・方法等に工夫をこらした活動を行い、その活動成果を生かして、人づくり・まち

づくり・地域づくりに大きく貢献しているものを優良公民館として文部科学大臣が表彰し、今

後の公民館活動の充実・振興に資する。 
 
２ 推薦の条件 

推薦の対象となる公民館等は、次の（１）～（３）の条件を満たす施設であり、（４）に掲げ

る学習内容や取組の手法、環境の整備について積極的に取り組み、その内容・方法等に工夫が

見られるものとする。 
（１）表彰対象 

① 社会教育法第２１条第１項又は第２項に定める者が設置した公民館。 
② 公民館と同等の設置目的、事業内容が定められており、市区町村が設置・所管する施設。 

（例：社会教育センター、社会教育館、生涯学習センター、生涯学習館 等） 
（２）運営 

地域の実情に応じた開館日数が確保されており、公民館運営審議会の評価等を活用し、活

動内容にＰＤＣＡサイクルを機能させるなど、適切な運営を行っているものであること。 
（３）職員 

公民館活動に関する十分な経験年数や研修への積極的な参加等により、社会教育や公民館

運営に関する十分な知識を有する職員（兼務の職員、指定管理者の職員を含む）を配置して

いること。 
（４）事業 

地域の実情に応じ、地域住民の学習活動の支援や地域の問題解決に資するため、積極的に、

①に例示する現代的な学習テーマや取組内容について、中教審答申等で示された観点に留意

しながら、②に示す手法をもって、多様な参加者を得るために③に示す学習環境の整備に取

り組み、かつ、事業の成果等について自己点検・自己評価を行っているもの。 
 

① 学習テーマ・取組の内容 
○ 第３期教育振興基本計画（平成３０年６月１５日閣議決定）や「人口減少時代の新

しい地域づくりに向けた社会教育の振興方策について（答申）」（平成３０年１２月

２１日中央教育審議会）、第１０期中央教育審議会生涯学習分科会における議論の整



理（令和２年９月中央教育審議会生涯学習分科会）、第１１期中央教育審議会生涯学

習分科会における議論の整理（令和４年８月中央教育審議会生涯学習分科会）及び

今後の生涯学習・社会教育の振興方策を踏まえた取組や学習 
（具体的な観点 社会的包摂に寄与する取組、「人生 100 年時代」「Society5.0」を

見据えた取組、地域活性化・地域振興に資する取組 等） 
○ 学習テーマの例 

環境保全、国際理解、少子高齢化社会、デジタルリテラシー、人権教育、教育格差、

主権者教育、消費者教育 等 
○ 取組内容の例 

地域防災・減災、デジタル・ディバイドの解消、家庭教育支援、子供の体験活動の充

実、地域学校協働活動の推進、障害者の学びの支援、日本語教育の推進、伝統文化継

承活動、世代間交流活動 等 
○ その他住民の学習需要に基づく学習や、地域の特色を生かした多様な学習 等 

 
② 学習内容を深めるための取組の手法 

○ 住民の学習ニーズ把握とそれに応じた学習情報の収集・提供、学習相談 
○ 学習グループやボランティア、指導者等の養成 
○ 地域住民等の学習の成果並びに知識及び技能の活用 
○ 学校、社会教育施設、社会教育関係団体、ＮＰＯ法人その他の民間団体、民間企業、

関係行政機関等との緊密な連絡・協力の促進 
○ ＩＣＴ技術や情報ツール、コンテンツの学習への活用 等 

 
③ 多様な利用者の参加促進のための学習環境の整備 

○ 学びのきっかけづくり促進の工夫 
○ ＩＣＴを活用した情報発信 
○ デジタルの基盤整備 
○ 託児サービスの充実 
○ 手話通訳や要約筆記の実施、施設のバリアフリー化 
○ 利用者の実態に即した開館時間の変更 
○ 外国人利用者向けの案内 等 

 
３ 推薦の方法 

（１）都道府県教育委員会は、推薦の条件に該当する域内市町村の公民館等を市町村教育委員

会等の申出により、原則として２の（１）に定める公民館２館以内、公民館以外の施設１館

以内の計３館を上限に選考し、文部科学大臣宛に推薦する。 
（２）文部科学省が別に示す重点項目に関して優れた取組を行う公民館等を推薦する場合は、

３の（１）に定める推薦館の上限を計４館として、文部科学大臣に推薦することができる。

なお、追加する１館は、２の（１）に定める表彰対象の種別は問わない。 



（３）優良公民館として表彰後、５か年を経過しない館については原則として推薦不可とする

が、新たな活動が付加されるなど、前回表彰時よりも充実した取組となっていると認めら

れる場合または３の（２）に関して優れた取組を行う公民館等を推薦する場合は、５か年

経過前でも推薦可能とする。 
（４）推薦公民館の選考に当たっては委員会を設け、社会教育委員や公民館関係者の意見を聴

取するなど、適切な方法を講じること。 
 
４ 選考 

文部科学省に優良公民館審査委員会を設け、各都道府県から推薦された公民館等について書

類審査により選考の上、文部科学大臣が決定する。 
 
５ 表彰の取消し 

次に該当する場合は、表彰を取り消すことができる。 
（１）表彰候補公民館に関する推薦書、調書等に不実の記載があると判明したとき 
（２）被表彰公民館において、法令等の重大な違反行為、又は本表彰の趣旨を損なう行為があった

とき 


